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はじめに 
少子高齢化・人口減少は我が国の喫緊の課題であ

り、その課題の解決に向けこどもや子育て世代の支

援が重要な政策領域となっている。資源が限られる

中で効率性が高く、有効な政策立案・実施・評価を

行う EBPM は全省庁的に重要視されており、こど

も家庭庁には EBPM 推進室も設置された。この

EBPM 推進に向けた取り組みは行われているが、

様々な課題があることがこれまで示されてきた。特

に、各ステークホルダー間で認識の相違や自治体で

の政策実装における地域差、政策評価の客観性欠如

などが EBPM のボトルネックとなっている。本研

究班は、これらの課題に対して政策と研究・現場に

ある隔たりを橋渡しする人材（以下中間人材とす

る）が有用と考え、その活用について検討した。 
 

1. プロジェクトの目標とリサーチ・クエスチョン 
この研究・政策立案・政策実装の間にあるギャッ

プは、各ステークホルダーの相互理解の促進と中間

人材の活用により埋めることができるのではないか

と考えた。そこで本プロジェクトでは、①EBPM サ

イクルの全体像及び促進・阻害因子は何か、②研究

者と行政官（政策決定者）のギャップを埋めるため

に介入すべきことは何か、③②の介入に有用性が高

いと仮定した中間人材のニーズと必要な支援は何

か、④EBPM を実装する上で中間人材は、医療・保

健領域以外ではどのように活用されているか、これ

らを明らかにすることを目標とした。 
 

2. 分析手法/アプローチ 
① 成育医療・母子保健領域の EBPM 全体像の可

視化と促進因子の同定 
日本の医療政策の立案に携わる行政官（5 名）、研

究者（5 名）、中間人材（5 名、研究または臨床の経

験を有し政府機関で人事交流経験を持つ者）計 15
名を対象に半構造化インタビュー調査を実施した。
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《要旨》 
成育医療・母子保健領域において EBPM（Evidence Based Policy Making; 以下 EBPM とする）を

推進するために必要な介入策はなんであるか、その問いに答え、介入策の実装をするため本プロジェ

クトは研究開発を行った。本プロジェクトでは、質的調査で明らかにされた EBPM の阻害・促進因子

に付随する介入の優先度について横断的量的調査をもとに検討した。成育医療・保健領域はエビデン

スへの親和性は高く、重要度も認識されていたが、先行研究でも示された政策決定者と研究者の間で

エビデンスや政策決定プロセスの認識の差がある課題は同様であった。解決には、現場や研究と行政

双方の経験を持ち、それらを橋渡しできる人材「中間人材」が一躍を担うことが示唆された。本研究で

は、特に医系技官の人事交流者に焦点を当て、関係省庁と話し合いを重ね必要な支援策を開発、人事交

流者等へのオリエンテーションを活用した実装を予定している。さらに、中間人材の他省庁での実態

について調査を行った。中間的機能を持つ人材が求められているが、その支援・育成体制に課題がある

ことは省庁間で共通し、戦略的な中間人材の活用を制度・組織的に進めていく必要性が示唆された。 
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対象者は階層別合目的的サンプリングにより選定

し、データ飽和が得られることを目指した。 
調査項目は下記の 5 つである。 
(1)EBPM に対する考え（重要だと思うか、十分

に実践されていると思うか） 
(2)EBPM サイクルのステップに関する認識（ど

のようなステップがあるか） 
(3)エビデンスの定義 
(4)各ステップにおける促進因子・阻害因子 
(5)阻害因子がある場合、解決策は何か 
分析は、1 名の研究者が逐語録を精読し意味単位

に区分した後、3 名が独立に確認して妥当性を検討

した。複数参加者に共通する要素を重視し、2 名以

上の発言に基づくコードをサブカテゴリとした。一

名のみの発言に基づくコードは除外し、すべての判

断は研究者間の合意により行った。 
 

② 同定された EBPM 促進因子の有用性とそれら

の介入策の開発と優先度の検討 
行政官（78 名）、研究者（49 名）、中間人材（27

名）計 154 名を対象に無記名自記式アンケート調査

を実施した。①のインタビュー調査で明らかになっ

た(i) 25 のカテゴリ（5 段階リッカートスケール）

と(ii)それらに付随する 75 の介入策（有用だと思う

介入策を全て選択）における有用性を評価した。解

析は、(i)は有用性の平均値を算出し、 (ii)ではカテ

ゴリ内におけるそれぞれの介入策が有用だと回答し

た人の割合を算出した。 
 

③ 中間人材支援パッケージの開発 
②のアンケート調査において、人事交流等中間人

材となることが期待される人材への支援に関して上

位に上がった項目（人事交流者への技術的・心理的

サポート、人事交流経験を活用する組織的支援、座

学と実践を通した人事交流者の育成体制、人事交流

後のキャリアパスの提示）について、人事交流経験

のある医系技官、受け入れ側省庁の関係者、派遣元

組織を対象にヒアリング調査を実施した。ヒアリン

グ内容は項目ごとにまとめ、その介入方策を検討し

た。研究班の複数メンバーで実現可能性を考慮し、

具体的な支援策を検討し、パッケージを開発した。 

④ 医療・保健分野以外での中間人材活用実態 
 医療・保健領域以外の省庁で政策立案に関わる関

係者に調査を行い、省庁間の中間人材の活用状況や

課題を比較し、医療・保健領域を超え中間人材を活

用方略の示唆を得ることを目的とした。複数事例研

究を行い、5 省庁のヒアリングを目指している。 
 ヒアリング項目は下記である。 
 省庁内での EBPM の現状 
 エビデンス活用における阻害・促進因子 
 中間人材の活用と課題、有用性の認識 

 中間人材の活用実態、課題、阻害・促進因子に関

する文節を逐語録より抽出、コード化し、マトリッ

クス表に整理をした。 
   
3. 分析の結果 
① 成育医療・母子保健領域の EBPM 全体像の可視

化と促進因子の同定 
EBPM の重要性に関する認識は行政官・研究者・

中間人材の全てのステークホルダーで一致してい

た。しかし、EBPM の実践に関する認識はステーク

ホルダー間で異なり、行政官は「比較的実践されて

いる」、研究者では「十分に実践されていない」、中

間人材は両者の間で「一定実践されているが課題が

ある」との認識だった。エビデンスの定義について

も各ステークホルダーで明確な違いがみられた。行

政官は「各ステークホルダーに対する説明責任や、

説明のためのデータ」をエビデンスと認識してお

り、研究者では、「メタアナライシスを頂点とする

科学的な客観的根拠のこと」を指していた。中間人

材は両者の間で、「政策に活用しうる研究データや

好事例などの幅広い情報のこと」と認識していた。 
EBPM を促進する因子には、「政策現場と外部組

織の連携」、「政策手法・仕組み」、「行政内の環境・

体制」、「アカデミアの環境」、「中間人材の育成体

制」の 5 つのカテゴリと 25 の因子が抽出された

（表 1）。各因子のステークホルダー間の発言数の相

違についても解析を行った。「政策現場と外部組織

の連携」については、“組織の垣根を超えた意見交

換の場の創出”は全てのステークホルダーが 4 人以

上発言し、共通して重要性を捉えていた。「政策手

法と仕組み」については、政策受益者を見据えた政



 

3 
 

策設計の必要性について発言した行政官や中間人材

は 4~5 人いる一方で、研究者からの発言はなかっ

た。「アカデミアの環境」については、“政策に資す

る研究の活発化”が必要であると発言した研究者と

行政官は 1 名と少ない一方で、中間人材は 3 人と複

数の発言数があった。人事交流制度については、人

事交流者のキャリアパスの提示や技術的・心理的サ

ポートについて、中間人材や研究者よりも行政官の

発言数が多い特徴があった。 
先行研究の海外の動向と日本の文脈として見出さ

れた課題は、(1)政策評価において第三者機関の活用

が十分ではなく客観性が欠如していること、(2)政策

実装を行う地方自治体へ実装する具体策の提示や情

報が不十分である、(3)行政内人事はジェネラリスト

育成を目指していることから 2 年程度で異動となる

ことで 1 つの政策への継続的な関与が難しく、長期

戦略への障壁があること等であった。 
 

② 同定された EBPM 促進因子の有用性とそれらの

介入策の開発と優先度の検討 
質的研究により同定された EBPM 促進因子に対

して、文献およびこれまでの調査、研究班のメンバ

ーの知見をもとに 72 の介入策を検討し、それらに

ついて行政官、研究者、中間人材へ有用と考える因

子及びその介入策について調査を行った。行政官

15 名、研究者 25 名、中間人材 15 名から回答が得

られ、回答率は政策立案者 19.2％、研究者

51.0％、中間人材 55.6％であった。 
質的研究で同定された EBPM 推進のための 25 因

子について、回答者が有用と感じる得点の平均は

3.91～4.53 の範囲で、全体平均は 4.22 と全体的に

得点が高く(表 2)、質的研究の結果の妥当性が確認

された。25 の因子の上位 3 項目は「利活用しやす

いエビデンスやデータの整備・公開(4.53)」「行政官

や研究者の EBPM 及び研究に関する知識・スキル

向上(4.37)」「省庁内の予算・人材・時間のゆとりの

確保(4.53)」であった。本研究が注目している人事

交流者の因子は「人事交流者への技術的・心理的サ

ポート(4.28)」7 位、「座学と実践を通した人事交流

者の育成体制(4.23)」10 位、「人事交流経験を活用

するための組織的支援(4.22)」11 位であった。 

有用性が高いとされた上位 13 因子の選択率が高

い介入策を表 3 に示す。選択率が高い項目には、

「研究者が利活用しやすいデータ基盤の整備

(79.6%)」「EBPM 関連の教育コンテンツの開発・提

供(75.5%)」「IT ツールを使用した業務の効率化

(75.5%)」が挙げられた。人事交流者に関する優先

度の高い介入策は「人事交流予定者への事前知識提

供のための手引きの作成(87%)」「人事交流者が行

政、アカデミア、臨床と交流し役割を学べる体制

(82.7%)」｢人事交流後に行政経験を活かせる派遣元

組織の人事体制(75.9%)｣が挙げられた。 
本研究では、政策決定と研究のギャップを埋め、

EBPM を促進するための実践的・実務的な介入策の

優先度が見出された。 
 

③ 中間人材支援パッケージの開発 
①②の結果から、中間人材の支援パッケージを検

討した。検討過程では、関係ステークホルダーとの

協働的対話を通じて内容を修正・改善する循環的プ

ロセスで進めた。具体的には、人事交流経験者や人

事交流派遣元組織、人事交流受け入れ側（省庁）へ

のヒアリングを通して、得られた気づきを反映して

内容を改定する往還を重ねた。このようなアクショ

ンリサーチ的枠組みを通じて、支援策の実装可能性

を高め、現場に根差した実践知の生成を試みた。 
ヒアリングでは、派遣元・受け入れ側の双方が人

事交流者支援の重要性を認識していたが、具体的支

援策は模索をしていた。各ステークホルダーのヒア

リングから見出された支援を以下３点にまとめ（図

1）、様々な組織で活用できる資材作成を行った。 
（1） 公務の基礎知識支援 

行政で必要となる基礎的な知識の不足がヒアリン

グで明らかになった。省庁内でのオリエンテーショ

ン内容と比較し、オリエンテーションでは網羅され

ているが、実務に落とし込みにくい内容の抽出を行

った。また、行政業務の参考になる図書を資材に掲

載した(図 2)。 
（2） キャリアパスの提示(図 2) 

中間人材として活躍する人へのキャリアインタビ

ュー記事を資材に掲載した。人事交流経験を活かし

た現在の活動を可視化することで、行政業務への関
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心を高めていくことを期待している。 
 

（3） ネットワーク構築 
人事交流者同士や経験者間のつながりなど身近な

相談者の存在、出向元組織への継続した帰属感は心

理的支援となること、人事交流後にも活躍の一助と

なることがヒアリングより明らかになった。人的ネ

ットワークは関係省庁、派遣元双方の一部で実施さ

れていたが、属人的な要素が強かった。今後、関係

機関が連携して組織的に構築する基盤を作っていく

予定である。 
 
④ 医療・保健分野以外での中間人材の活用 
（1） 各省庁の EBPM 推進の阻害・促進因子 
EBPM の阻害因子には共通して、データを収集する

仕組みの課題、データが標準化や意味付けの共通認

識がないことで、必要なデータが得にくい、得るため

に膨大な労力がかかることが阻害因子として挙げら

れていた。業務整理がなされていないことが、人的資

源の不足にも拍車をかけていることが共通の課題と

して見出された。相違点は、アカデミアとの連携体制

であった。公式・非公式の場を含め、アカデミアと行

政官が話し合える場やアカデミアの思考を行政官が

学ぶ機会となる研修実装をしている省庁もあり、省

庁内に行政とアカデミア双方の思考を持てる人材を

育成するなど EBPM の推進要因となっていた。 
（2） 中間人材の実態及び活用とその課題 
橋渡し人材とする位置づけはそれぞれの部署でさ

まざまであった。スペシャリスト型の中間人材とし

て、一定の領域で専門性を発揮する人材を意図的に

雇用することで、中間人材が専門性を省庁内で発揮

し、行政官の EBPM を進める一助となるケースもあ

った。現場オペレーションを知る人材としての期待

度が高い省庁もあり、専門人材としてプロジェクト

のどの段階で活用するかなど戦略的な行政官もいた

が、属人的な要素も大きいことが課題であった。多く

は欠員職員の補充要素として中途採用や人事交流制

度を活用する傾向があり、多様な経験を持つ人材の

特徴を生かした戦略的な人事配置やキャリア支援が

共通した課題であった。 
 

4. 考察（成果の妥当性と有用性） 
① 成育医療・母子保健領域の EBPM 全体像の可

視化と促進因子の同定 
インタビュー調査により、文献だけでは明らかに

できなかった EBPM 推進の具体的因子を抽出し

た。既存研究（Oliver 2014, Innvær 2002, Gollust 
2017）では「連携」「関係性構築」といった抽象的

な促進因子に留まっていたのに対し、本研究では

「組織の垣根を越えた意見交換の場の創出」や「専

門知・現場知を踏まえた継続的な政策関与」など、

実践的で解像度の高い因子を明らかにした。 
先行研究(Oliver, 2014)で抽出されたカテゴリと

「行政内の環境・体制」「アカデミアの環境」「政策

手法・仕組み」「組織間連携」は類似していた。近

年 Knowledge Broker の研究が増えており、欧米諸

国では Knowledge Broker が専門職として機能して

いるが(小林, 2024)、本研究の日本の人事制度の文

脈から抽出されたカテゴリ「人事交流者」も同様の

役割が期待される。本結果は先行研究の知見を支持

するものであり、研究結果の信用可能性が担保され

たと考える。 
 

② 同定された EBPM 促進因子への介入策を開発

し、優先度の検討 
平均値が上位 5 つの小カテゴリに共通するものと

して、EBPM サイクルの要である「現状把握」や

「政策評価」といった項目が含まれていた。これ

は、政策決定において正確な情報に基づく現場理解

と継続的な評価体制の確立が重要であることを示唆

している。 
政策評価の欠如は日本に限らず多くの国に共通す

る課題であり、EBPM 先進国とされる英国では

「Magenta Book」などの評価ガイドが整備されて

いるが、実際の実施は限定的とされている。さら

に、「人的・時間的・財政的資源の確保」や「行政

内の EBPM 関連能力の向上」の介入策が上位だっ

たことは、EBPM 推進に適した中央省庁内での体制

構築や、それを担う人材育成の双方が不可欠である

ことを再確認させるものであった。 
回答者の 70％以上が有用と評価した介入策の特

徴として、以下の 4 つが挙げられる。EBPM を推
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進していくためには、これらについて優先的に取り

組んでいくことが重要であると考えられる。 
（1） エビデンス創出を支える環境整備 

データ・統計システム整備、IT 活用、研究資金

拡充など制度的基盤の強化が必要である。政府内

のデータアクセス制限や資源不足の解消、公共デ

ータの利活用促進、行政 DX 推進が求められる。 
（2） ステークホルダー間連携の構築  

政策担当者、自治体、研究者の継続的協働が重

要であり、政策対話の場の設置、専門知の活用、

自治体間の好事例共有が有効である。母子保健分

野では、中央省庁と自治体の情報共有を促進する

双方向プラットフォームの整備が必要である。 
（3） EBPM 関連スキルの向上 

政策過程や科学的根拠への理解を深める教育資源

の開発・普及が求められる。省内研修、大学教育

でのカリキュラム化が重要であり、知識体系化が

推進の基盤となる。 
（4） 中間人材への体系的支援 

エビデンスと政策をつなぐ中間人材を支援する制

度の整備が必要である。出向経験の評価、受け入

れ・派遣機関の準備マニュアル作成等が求められ

る。低コストかつ汎用性が高く、米国の 
Intergovernmental Personnel Act 制度が参考にな

る。 
 

③ 中間人材支援パッケージの開発 
ステークホルダ―との対話の中で、成育医療・母

子保健領域では、臨床診療・研究経験のある医師等

が人事交流制度を活用し行政経験を積み、EBPM に

寄与する中間人材となることが期待されていた。さ

らに、人事交流者の支援の充実は、行政官の人材不

足が喫緊の課題となっている省庁の人員・時間不足

の解消の助けになるのみならず、省庁内外から政策

に関わる人・組織を増やすことにもつながる。資材

は今後、担当省庁のオリエンテーションでの活用や

関連学会での周知を行っていく予定である。 
   
④ 医療・保健分野以外でお中間人材の活用 
 本研究の医療・保健領域で得られた知見と類似し

た結果が現段階の調査からは見出された。特に、

EBPM の阻害・促進要因は共通点が多くあった。そ

の課題状況に対しての取り組みは各省庁に差異があ

り、組織的な取り組みがなされる省庁は限られてお

り、属人的な取り組みにとどまっている省庁もあっ

た。この取り組みの中核を担っていたのが、行政及

びアカデミア双方の思考や価値を理解している存在

であった。これらが属人的な取り組みとなることは

「卓越した個人への依存モデル」と類似し、黒河

(2025)は持続可能性の課題や個人が倫理的リスクを

抱えることになると指摘している。本調査では行政

官及び国立研究開発機関に属する専門官を対象とし

ている。そのため、行政内から改革に挑む中間人材

としての存在でもあった。エビデンスを創出するア

カデミアとこういった行政内で中間的機能を持つ人

材がコラボレートしていくことで、エビデンスをも

とにした行政改革につながっていくと考えられる。 
 政策サイクルが短くなり、省庁内での慢性的な人

的資源の不足において、循環的な人材として中間人

材が求められていることは共通していた。一方で、

その中間人材の支援体制は OJT に依拠した不十分

なオンボーディング支援や不透明なキャリアパスな

どの省庁間で共通した課題もあった。中間人材を単

なる人員としての活用ではなく、戦略的な人材の配

置や活用が必要であり、官民が協働した支援・育成

体制を整えていくことが EBPM に重要となること

が示唆された。 
5. 政策的含意と提言 
① 成育医療・母子保健領域に関連する省庁の行政

官や研究者に対して、EBPM サイクルの全体

像及び EBPM の促進因子について発信した。

研究論文として公表したことで、日本の文脈に

おける課題や促進因子の認識が広まり、行政

官、研究者などの関係者間で共通認識が促進さ

れことが期待される。 
 

② EBPM を促進するための介入策を検証し、優

先度及び実行可能性が高い中間人材への支援、

特に医療・保健分野においては人事交流の医系

技官の有効活用が要となることについて、関係

省庁と共有をした。省庁内外から人事交流者へ

の支援が充実することで、人事交流をする医系
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技官の公務への適応を促進し、公務経験から新

たなスキルを習得しやすくなることが期待され

る。そのスキル習得が中間人材として活躍する

一助となると考える。 
 

③ 中間人材となることが期待される人事交流の医

系技官のニーズを把握し、開発中の支援資材を

関係省庁へ提示、人事交流者への支援を検討し

た。今後、支援策を実装することで、人事交流

後にも公務経験を活かした EBPM に資する人

材が育成されていくことが期待される。 
 

6. おわりに 
本プロジェクトは、これまで可視化されてこなか

った EBPM の全体像を明らかにし、その促進因子

の中でもエビデンスと政策を結ぶ中間人材に着眼

し、支援策の開発を行った。本研究における今後の

効果をここでは述べていく。 
開発した支援策の一つである資材は、省庁のみな

らず、派遣元の組織でも支援や人事交流への関心を

広げる一助となる。この支援策を通して、人事交流

後に行政経験を活かして研究・現場と政策を継続的

に橋渡しする中間人材の育成につながることが期待

される。人事交流者の増加は、行政内での必要な人

員の確保、行政官と研究者が国内外の政策・研究を

協議する場で橋渡しできる人材の確保、継続的な政

策形成プロセスへの関与できる中間人材がいること

で政策の中長期戦略につながるなど、EBPM の推進

が期待される。 
本プロジェクトに関与した行政官・研究者・中間

人材は、プロジェクトやその支援策に関心を高く持

っていた。本プロジェクトでこれまでに培われた

人々とのつながりが、関係省庁や人事交流の派遣元

組織、シンクタンク等が協働して人事交流者を含む

多様な人材が政策に関与することを支援するネット

ワークの構築に寄与すると考える。今後は、成育医

療、母子保健領域の医系技官人事交流経験者のサブ

グループを立ち上げ、情報共有、政策に関わる研究

等への参加機会の提供、人的ネットワーク構築のプ

ラットフォームとして体制を整えていくこと等を通

して、EBPM を推進するための更なる人材活用に向

けて取組を繋げていきたい。 
本プロジェクトは、医療・保健領域を対象として

きたが、他の専門領域でも中間人材が求められてい

た。その人材の育成や活用は属人的ではなく、官民

が協働した組織的な取り組みが必要であり、全省庁

として課題であった。中間人材の育成・活用におけ

る促進因子や好事例の提示をしていくことで、分野

を超えた EBPM の広がりが期待されている。 
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表 1. インタビュー調査で同定された EBPM 推進のための因子と各ステークホルダーの発言数 

大カテゴリ 小カテゴリ 
発言者数 

行政官 研究者 中間人材 

政策現場と外部組織の連携     
政策ニーズを満たした研究者側による柔軟なエビデンスの創出とそれを利活用する行政の

仕組み 

4 5 5 

 
組織の垣根を越えた活発な意見交換や関係構築の場の創出 5 4 5  
EBPM の過程全体と各過程に対する組織間の認識共有の促進 3 3 3  
専門知や現場知を踏まえた外部からの継続的な政策関与 2 3 2  
科学的により確かな情報を機動的に提供する Think タンクの設置と活用 2 0 2 

政策手法・仕組み     
大局的な視座からの優先度を鑑みた課題設定 4 5 4  
利活用しやすいエビデンスやデータの整備・公開 2 5 5  
正確なデータと質的に収集された現場の実情を踏まえた現状把握 5 3 3  
行政官や研究者の政策過程や EBPM、研究に関する知識やスキル向上 3 2 5  
政策受益者を見据えた政策設計 5 1 4  
自治体や政策受益者への適切な政策周知、情報発信の徹底 3 1 1 

行政内の環境・体制     
行政内における政策を評価する意識・仕組みづくり 5 2 5  
自治体レベルでの実装機能強化のための仕組み・工夫 4 3 5  
行政内の適切な予算、人的、時間的資源の確保 3 2 5  
エビデンスや専門家の意見を公正に参照できる体制 2 3 4  
国だけでなく外部組織の意見を反映した政策評価とその結果を有効活用する行政の仕組み 1 4 3  
長期的な視座で継続的に政策に関与できる行政の人事制度 2 2 3  
政策の軌道修正が可能な体制構築 2 0 1  
行政官の政策実行実績と政策評価を考慮した人事評価制度構築 1 1 0 

アカデミアの環境     
アカデミアにおける政策へのインパクトを考慮した人事評価制度構築 2 3 1  
政策に資する研究を活発化するアカデミアの研究環境の整備 1 1 3 

中間人材の育成体制     
座学と実践を通した人事交流者の創出と育成体制構築 3 4 3  
人事交流者の交流後のキャリアパスの提示 3 1 0  
人事交流者への技術的・心理的サポート体制の構築 2 0 1  
人事交流者の経験活用のための組織的支援 1 0 2 
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表 2. インタビュー調査で同定された小カテゴリの平均値 

順位 小カテゴリ 
平均値 

（全体） 

1 利活用しやすいエビデンスやデータの整備・公開  4.53  

2 行政官や研究者の政策過程や EBPM、研究に関する知識やスキル向上  4.37  

3 省庁内の予算、人材、時間のゆとりの確保  4.36  

4 量的と質的データを組み合わせた現場の実情把握  4.35  

4 政策の見直しが可能な体制  4.35  

6 専門的知識や現場の実情を踏まえた省庁外からの継続的な政策関与  4.29  

7 人事交流者への技術的・心理的サポート体制  4.28  

8 エビデンスや専門家の意見を参照できる体制  4.27  

9 政策に資する研究を活発化する研究環境の整備  4.26  

10 座学と実践を通した人事交流者の育成体制  4.23  

11 自治体における政策の実装を促進するための仕組み  4.22  

11 人事交流経験を活用するための組織的支援  4.22  

11 EBPM の過程全体と各過程に対する各ステークホルダー間の認識共有の促進  4.22  

14 様々な立場を考慮した政策課題の設定  4.21  

15 省庁だけでなく自治体や外部組織の意見を反映した政策評価とその結果を有効活用する仕組み  4.20  

15 人事交流者の交流後のキャリアパスの提示  4.20  

15 自治体や政策受益者への適切な政策周知、情報発信の徹底  4.20  

18 科学的根拠に基づいた情報を提供するシンクタンクの設置と活用  4.19  

19 組織の垣根を越えた意見交換や関係構築の場の創出  4.18  

19 政策ニーズを満たした研究者からのエビデンス創出とそれを利活用する省庁の仕組み  4.18  

21 政策受益者を見据えた政策立案  4.15  

21 省庁内における政策を評価する意識・仕組みづくり  4.15  

23 政策へのインパクトを考慮した研究者の人事評価制度  4.00  

24 継続的に同じ政策に関わることのできる省庁の人事制度  3.98  

25 行政官の政策実行過程とその政策への評価を考慮した人事評価制度  3.91  
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表 3.  平均値以上の小カテゴリとそれに付随する介入策 

順位 小カテゴリ 平均値 介入策 平均選択率 

1 利活用しやすいエビデンスやデータの

整備・公開 
4.53 研究者が利活用しやすい個人情報に配慮したデータ

基盤の整備  
79.6% 

2 行政官や研究者の政策過程や EBPM、研

究に関する知識やスキル向上 
4.37 専門組織（例：学会等）や行政官に対する EBPM 関

連の教育コンテンツの開発及び提供  
75.5% 

3 省庁内の予算、人材、時間のゆとりの確

保 
4.36  IT ツールを使用した業務効率化の実施（例：Teams

や Slack 等を活用した業務オンライン化） 
75.5% 

4 量的と質的データを組み合わせた現場

の実情把握 
4.35 政策研究の専門家と行政官が国内外の動向や現場の

実情を定期的に把握するための場の設置 
77.8% 

4 政策の見直しが可能な体制 4.35 行政官と自治体担当者が各政策について議論できる

場の設置 
88.7% 

6 専門的知識や現場の実情を踏まえた省

庁外からの継続的な政策関与 
4.29 人事交流者が交流期間中に関わっていた政策に、交流

期間後も継続して関与できる体制の構築 
63.6% 

7 人事交流者への技術的・心理的サポート

体制 
4.28 人事交流予定者や受け入れ組織が開始前に必要な知

識を得るための手引きの作成 
87.0% 

8 エビデンスや専門家の意見を参照でき

る体制 
4.27 行政官が現状把握や課題設定を行う際に科学的知見

や学術研究を参照できる体制の整備 
83.3% 

9 政策に資する研究を活発化する研究環

境の整備 
4.26 アカデミアが利活用しやすいような公的統計の情報

基盤の整備 
86.3% 

10 座学と実践を通した人事交流者の育成

体制 
4.23 人事交流者が行政・アカデミア・臨床現場等と双方向

で交流し、それぞれの視点や役割を学べるような体制

の整備 

82.7% 

11 自治体における政策の実装を促進する

ための仕組み 
4.22 自治体同士が取り組みや好事例を共有・参照できる体

制の強化  
73.1% 

11 人事交流経験を活用するための組織的

支援 
4.22 人事交流後に行政経験を活かせる派遣元組織の人事

体制の整備 
75.9% 

11 EBPM の過程全体と各過程に対する各

ステークホルダー間の認識共有の促進 
4.22 外部組織による、行政官と研究者が EBPM や政策過

程、研究の基礎を学べる研修資材を配布 
71.7% 

 

 

 

 

 

 

図 1. 医系技官人事交流者支援パッケージ構想図         図２. 情報提供用資材 

現場からの声 

キャリアパスの提示 


